






事務事業の見直しによる経費節減に努めるとともに経営方針を作成し、
水道料金の適正化を図ることにより、自立安定した経営基盤の構築を目
指します。

基本的方向・目指す姿

老朽化施設の更新については、アセッ
トマネジメントの構築が完了したところで
あり、今後、このマネジメントを運用し、
中長期計画を改善しながら、投資の適
正化を図ります。
また、新規に整備する施設については、

耐久性向上に資する工法の採用や、質
の高い施工の確保等により、施設の長
寿命化を図ります。

水道利用者のご理解のもと水道事業を実施していくため、今後
もホームページを通じた情報公開等を積極的に行います。
また、パブリックコメントの募集やアンケート調査を実施する等、

水道利用者のニーズの把握、効果的な広報活動の展開を図り、
双方向のコミュニケーションを確立して水道利用者の満足度が高
い水道事業を目指します。

１）長期的に安定した事業基盤 ２）人口減少社会を踏まえた対応

①施設の延命化・長寿命化
②内部研修の実施及び外部研修への積極的参加
③水道利用者とのコミュニケ—ションの活性化

実現方策

①施設の延命化・長寿命化

①施設規模の適正化
②適正な給水収益の確保
③新たな経営形態等の模索

実現方策

②内部研修の実施及び外部研修への積極的参加

③水道利用者とのコミュニケーションの活性化

ポリスリープ被覆による腐食対策

①施設規模の適正化
水使用量の減少に伴い、必ずしも現在の施設規模が適正では

ない箇所が増えると予想されます。
そのため、中長期的な水需要量の見通しを分析し施設の統廃

合を行いながら、それに見合った適正な施設規模への更新を検
討します。
ただし、施設には耐用年数がありますので、アセットマネジメント

によって適正な更新時期を評価し、それに合わせて更新や統廃
合等の再構築を進める計画です。

今後、人口減少に伴い給水収益が減少する中、老朽化施設の
更新や耐震化に対応する財源を確保する必要があります。
これについては、一層の経営効率化により支出削減に努める予

定ですが、厳しい財政状態に陥ると予想されます。
したがって、さらなる経営効率化等は引き続き努力するとともに、

必要に応じて料金改定について検討し収益の適正化を図ります。

応急給水訓練状況

③新たな経営形態等の模索

②適正な給水収益の確保

ベテラン職員の持っていた知識や技
術の継承のため、内部研修の実施に
よる職員間の技術交流や、外部研修
等への積極的な参加による技術の研
鑽を通し、必要な技術や知識について
確実な継承に努めます。
さらに、職員の技術研鑽のため、法

定資格や民間資格の取得を推奨する
等、技術レベルの向上に努めます。

本市では、水道の公共性を重視し、直営を基本としています。
今後、経営環境が厳しさを増す中、効率化を目的とした従来型

の委託について検討するとともに、第三者委託を含むより包括的
な委託についても検討を進めます。

平成28年に簡易水道事業を統合

人口・給水量減少が予
測される

＜施設の更新需要の見通し＞

＜給水人口・一日最大給水量・一日平均給水量の見通し＞

Ⅲ.水道事業の持続
（いつまでも皆様の近くにありつづける水道）

収支等の見通し

説解値標目値近直位単標指務業

安全な水道

防犯カメラ導入率 ％ 40.0 
水の安全性を確保するため、主要な水源を監視する防犯カメラの導入率を100％とし
ます。

強靭な水道

自家用発電設備容
量率

％ 48.6 
緊急時の給水能力を向上させるため、自家発電設備の整備を進めます。延岡市に類似
する事業体の平均値と同じ水準とするため、60％を目標としました。

経年化設備率 ％ 41.4 
老朽化に伴う水道施設の機能劣化を防止するため、適切な更新等を行います。これ以
上、経年化が進まないよう現在と同水準の40％を目標としました。

配水池耐震施設率 ％ 20.3 
震災発生時においても、給水機能を確保するため、配水池の耐震化を実施します。延
岡市の類似都市の平均値を参考に50％を目標値としました。

管路の耐震化率 ％ 20.8 
震災発生時においても、給水機能を確保するため、管路の耐震化を実施します。重要
な路線を中心に更新を行うこととし、30％を目標値としました。

水道事業の持続

経常収支比率 ％ 112.5 
安定した水道サービスを持続するため、常に100％以上とすることを目標値としまし
た。

料金回収率 ％ 100.9 
安定した水道サービスを持続するため、常に100％以上とすることを目標値としまし
た。

施設利用率 ％ 68.1 
人口減少社会に対応し施設規模の適正化を図るため、数値を向上させます。ただし、過度に高く
なると安定給水に支障を来すため、70％台を維持することを目標としました。

給水収益に対する
企業債残高の割合

％ 546.9 
企業債の過度な借入を抑止し、健全な財務体質を維持するため、企業債の借入残高は
給水収益の3倍（300％）以内とすることを目標にしました。

施策の数値目標

必要な耐震化事業及び重点事業等を実施した場

合、現在の料金体系では平成30年度（2018年

度）を過ぎる頃、資金残高が枯渇し、水道事業運

営が困難となる見通しです。

加えて、平成35年度（202３年度）では、損益

がマイナスに転じる見通しです。

本市の取組について数値目標を設定し、事業の推進、改善を図ります。

2023年以降、損益がマイナスに
転じる見通しです！！

＜収益的収支・損益の見通し＞

2018年ごろ資金残高が枯渇！！

＜資本的収支・資金残高の見通し＞＜事業費・企業債の見通し＞




